
新

。

連工事を行う予定。

規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　予定 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３１年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 村石　孝子

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 246-2104

事務事業名 4277 学校給食センター施設整備事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 02010700 特色ある魅力的な学校づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100704 教育費・保健体育費・学校給食費
科目

事業 030000 学校給食センター施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

安全な給食を提供するため、施設・機械器具等の整備 昭和51年建設の給食センターを、現在の衛生基準に則

を計画的に行う。 した新しい施設に建替える。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

新センター建設候補地の地形測量とボーリング調査1

内

新センター建設に向け

部

ＰＦＩの可能性調査・

評

測量・地

箇所実施。 質

価

調査・補償調査を実施

【

。

ボイラー貯湯槽の修

二

繕、備品購入（コンテ

次

ナ1台、パ 備品購入（

】

調理場棚1台、冷蔵シ

1

ョーケース１台、フ

ン

頁

ラック等）を実施。 ー

平

ドスライサー1台、コ

成

ンテナ1台）を実施。

３

 

平成29年度　実績

１

平成30年度　実績

新

年

センター建設に向けＰ

度

ＦＩ手法による整備運

　

営事業 新センター建設

行

に向けＰＦＩ手法によ

政

る整備運営事業

を進め

評

た。ＰＦＩアドバイサ

価

リー業務の委託を実施

事

。 を進め事業者決定。

業

ＰＦＩアドバイサリー

別

業務・モニ

立木等の補

シ

償、用地購入を実施。

ー

造成・上下水道の設 タ

ト

リング業務の委託を実

実

施。一次造成・上下水

計

道の工

計を実施。 事を

対

実施。

平成31年度　

象

予定 令和 2年度　予

評

定

PFI手法による整

価

備運営事業を進める。

対

水路改修等関 ２学期よ

象

り新センター稼働予定



31年度 令和 2年度

目 標 11 28 94 100
目 標 値

実 績 11 28 94

指標選定 ＰＦＩ事業以外で算出。測量・補償調査・土地価格調査・設計委託等 （H27年度実施　測量・土地価格調査　

の 理 由 984,960円＋H28年度実施　1494720円＋H29年度　5,788,720円＋H30年度0円＋Ｈ31年度500,000予定

最終年度 建設のための調査等の完了を100％とする。

目標の根拠

指 標 名 新センター建設進捗状況：工事費

算　　式 実施した工事の総額÷必要な工事の総額×100 単位

年

内

　　度 平成28年度 平

部

成29年度 平成30年

評

度 平成31年度 令和 

価

2年度

目 標 42 10

【

0
目 標 値

実 績 4

二

2

指標選定 ＰＦＩ事業

次

以外で算出。工事費等

】

 （H30年度実施額

2

　54,238,68

頁

0円）

の 理 由 　　

指

　　　　　　　　　　

 

　　　 （H31年度

標

実施予定額　75,0

 

00,000円）　　

名

最終年度 平成32年度

算

100％とする。

目標

　

の根拠

事業費 （単位：

　

千円）

平成30年度 平

式

成31年度

決　　　算

単

予　　　算

事業費 78

位

,910 39,575

年

国庫支出金 0 0

特 定

　

都道府県支出金 0 0

財

　

 源 地方債 0 20,2

度

00

その他 4,551

平

4,000

一般財源 7

成

4,359 15,37

2

5

正規職員 2.0 2.

8

0
人員数

嘱託職員 1.

年

0 1.0
（人）

臨時職

度

員 1.0 2.0

正規職

平

員 14,300.0 1

成

4,300.0

人　員

2

嘱託職員 2,875.

9

0 2,875.0

コス

年

ト 臨時職員 1,245

度

.0 2,490.0

計

平

18,420.0 19

成

,665.0

市民一人

3

当たりの経費 1.9 1

0

.1

総額 97,330

年

.0 59,240.0

度

（単位：千円）

平成3

平

0年度決算　事業費の

成

内訳

主な節 金額 内容

整

3

備運営事業者選定審査

1

委員報酬300
8節 

年

 報償費 305

11節

度

 需用費 0

PFIアド

令

バイザリー13,61

和

0、モニタリング業務

 

8,610
13節 委

2

託費 22,220

上水

年

・下水31,828、

度

造成等工事22,41

目

1
15節 工事請負費

 

54,239

水道事業

標

分担金1,026、上

目

下水道工事監理負担金

 

1,000
19節 負

標

担金補助及び交付金 2

 

,026

旅費120
そ

値

の他 120

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成30年度 平成31年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成30年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 新センター建設進捗状況：地質調査

算　　式 実施した調査費用の総額÷必要な調査の総額×100 単位 ％

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 100 0 0 0 0
目 標 値

実 績 100 0 0

指標選定 ＰＦＩ事業以外で算出。地質調査費用 （H27年度実施　地質調査1,393,200円＋H28年度実施　2,181,600円）

の 理 由 必要な調査の総額　3,574,800円。　

最終年度 建設のための調査等の完了を100％とする。

目標の根拠

指 標 名 新センター建設進捗状況：測量・補償調査・土地価格調査・設計委託等

算　　式 実施した調査費用の総額÷必要な調査の総額×100 単位 ％

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成



委

メント

・成果を落とさ

託

ずにコストを削減する

費

方法はあるか

効 率 

1

性 ・効率性向上に努め

5

ているか 変わらない

・

節

使用料などの受益者負

 

担や補助対象事業の範

工

囲など、財源確保の余

事

地はないか

PFI手法

請

を用いて効率向上に努

負

めている。

評   価

費

コメント

振り返り（決

1

算年度の取組み課題）

9

事業者を決定し契約締

節

結。基本設計、実施設

 

計を完了した。また、

負

関連周辺工事も計画的

担

に実施した。

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成31

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

11

平

節 需用費 0

設計その

成

他委託料500
13節

3

 委託費 500

水路・

1

舗装工事27、コンテ

年

ナ室修繕8 他
15節

度

 工事請負費 35,0

当

00

下水道受益者負担

初

金2,075
19節 

予

負担金補助及び交付金

算

2,075

備品購入費

　

2,000
その他 2,

事

000

ＣＨＥＣＫ

個別

業

評価

項目 評価観点 評価

費

内容

・市民の生命・財

の

産を守るため市が実施

内

することが必要不可欠

訳

な事業であるか

・行政

主

内部の管理運営上必要

な

な事業であるか

必 要

節

 性 ・市が主体となり

金

実施すべき事業か 必要

額

不可欠

・法的な根拠や

内

公的関与の妥当性はあ

容

るか

・目的は結果（施

8

策の目指す理想）に結

節

びついているか

現行の

 

衛生基準に則した学校

 

給食センターが必要。

報

評   価

コメント

・

償

事業の成果は上がって

費

いるか

・目標に対する

1

達成度は十分か

有 効

1

 性 ・市民生活上の課

節

題解決に貢献している

 

か 有効

・行政内部の管

需

理上の課題解決に貢献

用

しているか

・事業の目

費

的が達成できるような

1

事業内容になっている

3

か

2020年8月稼働

節

に向けて計画的に進め

 

ている。

評   価

コ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

事業者とは定期的に打合せを行い課題等を共有し連携 ＰＦＩ方式の利点を十分に生かした施設整

内

備、施設運

するなかで

部

、2020年8月稼働

評

に向けて計画を進める

価

。 営に努める

外部評価

【

次年度以降の方向性

外

二

部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


